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　本日は、当社の沿革を通じて、減災を支える
地下３次元可視化技術「スケルカ ®」などの減
災技術の進展について紹介します（図１）。

１．路面下空洞探査システムの開発と
　　地雷除去への活用
　図 1 の右上にある黄色い車両が、1990 年に
当社が世界で初めて実用化に成功した「路面
下空洞探査システム」です。1989 年、銀座で
12 件もの道路陥没事故が発生し、大きな社会
問題になっていました。市販の地中レーダな
どを使用した地質調査企業による調査が実施
されましたが、的中率 5％以下で空洞が発見
できませんでした。私はトンネル背面の空洞
を発見するシステムを実用化しており、それ
に注目した国土交通省が緊急開発プロジェク
トを企画し、技術評価後に当社が選ばれ、的
中率 80％以上、調査速度 30km/h の空洞探査
システムの開発を開始しました。1991 年に実
用化し、直ちに実証試験を即位の礼のパレー
ド予定コースで実施し、見事空洞を発見する
成果を挙げました。
　1992 年、アメリカ交通輸送調査委員会で
空洞探査に関する論文を発表したところ、国
連初代地雷除去責任者であるパトリック・ブ
ラグデン氏が関心を持ち、突然当社を訪れま
した。「空洞探査システムの技術で非金属の地
雷を見つけられないか」と質問をされ、簡易
的な試験を行い、プラスチック製地雷も探査
できる可能性を証明しました。1994 年、ス
ウェーデン政府の要請による地雷除去関係者
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会議への参加等を通じて、残留対人地雷の悲
惨さを目の当たりにしました。これは何とか
しなければならないと感じ、多くの企業と連
携し 1996 年、NGO「人道目的の地雷除去支
援の会・JAHDS」 を立ち上げ、地雷除去システ
ムの実用化と地雷除去活動の取り組みを開始
しました。2006 年には、タイとカンボジアの
国境にある大クメール遺跡周辺の地雷除去に
成功し、2009 年に世界遺産に登録されました。
本当に命がけの取り組みとなりましたが、困っ
ている人の役に立ちたいという思いが本能で
あることに気づき挑戦を継続できました。こ
の本能がイノベーションを生み出す源泉だと
思います。
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図１

２．調査実績－東日本大震災、能登半島
　　地震、八潮市道路陥没

　次に、東日本大震災での取り組みについて紹
介します。
　東日本大震災が発生した直後、陥没が発生し
た自治体や企業の要請で被災地での緊急調査を
開始しました。仙台市内では大規模な陥没が生
じた病院周辺の道路も探査し、多くの空洞を見
つけ、陥没予防による交通ネットワーク確保に
注力しました。道路の管理者視点だけでなく「利
用者視点」で生活道路や緊急避難路も含めて二
次災害を防止することが重要だと分かりました。
　東日本大震災での調査経験からは、様々な学
びがありました。緊急調査チームだけでなく、
トップや技術開発チームも現場に入ることが大
切です。現場でトップとエンジニアたちが問題
点を発見し解決する方法を考えることからイノ

ベーションが生まれます。得られた知見を共
有するために「復活への道」として 2012 年 3
月に出版しました（幻冬舎）。

我々は人の命と暮らしを守るためにインフラの
内科医を目指しています。空洞探査車「スケル
カー ®」は医療に例えると「走る CT スキャン」
です。
　我々の患者であるインフラは病院に来られ
ず、往診するしか診察する方法がありません。
ようやく全国どこでも 12 時間以内に緊急調査
に対応できるよう体制を整備しました。2024
年には 330 件の緊急対応を行いました。緊急
対応を通じて、空洞を素早く正確に発見する技
術だけでなく、陥没を予防する技術も考案して
います。これまでに、31 万 km（地球 7 周分）
の調査を行い、発見した空洞は 16 万カ所以上
です。
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　2024 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震に
よって、被災地は目に見えない地中への被害も
生じており、翌 1 月 2 日に調査チームが現地
入りしました。被災した新潟県内の港湾施設か
らの緊急調査要請を皮切りに、その後、道路や
鉄道の調査要請も受け、1 年以上も被災各地で
の調査を継続しています。
　能登半島に向かう車が多く通行する道路を調
査した結果、5 キロの区間に空洞の可能性があ
る箇所が全国平均のおよそ 6 倍、150 箇所も
見つかりました。地下に空洞があると陥没が起
こり、復旧作業を妨げる二次災害を生じます。
能登半島地震の調査現場には、新たに開発し
た、医療に例えると内視鏡のような技術も投入
しました。60mm 程度の小さな観察用の穴か
ら LiDAR を入れ、空洞内部を 3 次元で可視化
する技術です（図 2）。空洞内部のボリューム
や形状を計測することができます。計測によっ
て得られた情報をもとに、小規模な空洞は充填

剤を注入して素早い補修が可能です。
　さらに、陥没をより直接的に予防する新たな
技術も投入しました。これは、舗装会社と東京
大学、当社が共同で開発したもので、空洞箇所
の道路舗装面に繊維シートを貼りつけて補強す
る「陥没予防パッチ」です。誰でも簡単に施工
でき、1 箇所あたり約 1 時間で作業が完了しま
す。空洞が多発する状況下においては補修作業
が追いつかないため、このパッチを活用し二次
災害発生を予防できました。

　能登地震の対応がひと段落したと思った矢先
に、八潮市で大規模な道路陥没が起きました。
2025 年 1 月 28 日に発生し、緊急調査の要請
を受けて翌 29 日から調査を開始しました。陥
没箇所周辺での緊急調査では、3 メートルの深
さまで探査できる最新の探査車と 1.5 メートル
まで探査可能な従来の探査車の 2 台を投入し
調査を行い、危険度の高い空洞以外に多くの空

図２
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洞が発生していることが判明しました。
　2025 年 1 月 31 日には、国土交通省が埼玉、
千葉、東京、神奈川、大阪、兵庫、奈良の 7 都
府県に緊急の空洞調査要請を出しました。「2
月 7 日までに調査を行い、その結果を報告せよ」
との内容でした。当社に 6 都府県から緊急調査
の依頼が入り、大量かつ短期間での結果報告を
要するため、困難を極める状況でしたが、ここ
でイノベーションが起きました。全国に設置し
た拠点が連携し、「スケルカー ®」15 台、鍛え
上げたインフラの内科医チームを 40 班投入す
ることに加え、20 年以上にわたり進化させ能
登半島地震調査で実証した「空洞 AI」も活用す
るなど、これまでの緊急調査で培ってきたオペ
レーションの知見をフルに動員しました。その
結果、1,600 キロを実質 4 日で調査、トリアー
ジ的に危険度を判定、報告まで行うことができ
ました。さらに 32 以上の自治体から緊急調査
依頼があり、現在もその対応を続けています。

３．空洞調査による陥没予防効果の実例

　道路陥没は、陥没予防目的の空洞調査を行う
ことで低減することが可能です。

　当社の本社が所在する大田区の依頼で、区
が管理するすべての道路 770 キロを調査し、
陥没可能性の高い危険空洞約 100 ヵ所を含む
800 ヵ所以上の空洞を発見しました。素早く
適切な補修対応により、大田区では道路陥没を
約 7 割減少することに成功しました。

　神奈川県藤沢市では、市と東京大学、そして
当社が協力し、空洞ができやすい場所を可視化
した「空洞ポテンシャルマップ」を作成しまし
た。このマップは、道路陥没・空洞の情報や主
な空洞発生要因に関するデータを GIS（地理情
報システム）に統合し科学的に分析することで、
空洞の発生しやすいエリアを地図で視覚化した

図３
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ものです。藤沢市では、このマップに基づいた
調査と適切な措置により、道路陥没の発生を 8
割減少させることに成功しました（図 3）。そ
の成果を 2025 年 8 月 25 日に藤沢市長が記者
発表しました。

　国内だけでなく、2014 年には、ソウル市か
ら陥没事故の予防について協力依頼があり、ボ
ランティアで調査し成果を上げることができま
した。その後 4 年間で 2,000 ヵ所以上の空洞
を見つけ、陥没件数は 70 パーセント減少し、
陥没予防の効果を実証し感謝状もいただきまし
た。
　また、台湾では、花蓮市の地震の直後、雑賀
社長を筆頭にボランティアチームを派遣し陥没
予防調査を行いました。Yahoo ニュースでも
トップランキングで取り上げられ、台湾では「最

も尊敬される日本企業」として認識されるよう
になりました。この成果により、2025 年 9 月
9 日、国土交通省より「JAPAN コンストラクショ
ン国際賞（先駆的事業活動部門）」を受賞しま
した。

４．地下 3D マップ技術の開発
　また、「自然災害の激甚化による電柱倒壊」
と「進まない無電柱化」の社会的問題にも挑戦
しています。無電柱化が進まない一因に、埋設
物の正確な位置が分からないことによる工事の
手戻りや埋設管破損事故があげられます。事故
防止のため、手掘りで作業をせざるを得ないと
いうのが現状です。この問題を解決するために、

「高解像度地中レーダ」と「３Ｄレーザースキャ
ナー」を組み合わせた、「地上・地下インフラ
3D マップ ®」を開発しました。

図４
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　従来手法である地中の断面スキャンは横断管
や配管の曲がりを正確にとらえられないのに対
し、当社の技術では、地下配管の曲がりや立ち
上げ、不明管なども含めて正確に把握可能であ
り、高精度な地下の 3D マップを作成すること
ができます。車道でも車載型センサを使用して
地中のスキャンが可能です。「地上・地下イン
フラ 3D マップ ®」は、地下と地上のデータを
統合しており、埋設物の位置を現地で正確に再
現できることも優位性の一つです。このマップ
は配管を色分け表示しており、管種も一目で分
かります。これを利用することで、関係者が正
確な地下埋設物情報を共有でき、設計精度の向
上や安全な工事にもつながります。
　工事前にデータを取得することにより手戻
りや工事の中断を防止し、工期を 246 日から
135 日へと約 50% の削減効果が実証した事例
もあります（図４）。既に国土交通省は、この

技術を「無電柱化のコスト縮減の手引き」に記
載しています。

　さらにもう一つ、「ちかデジ ®」という新し
い技術を実用化しました。道路を掘り返して埋
設物を確認する「試掘工事」では、人が水道管
やガス管などの埋設深さや水平方向の位置をメ
ジャーで測定し黒板に記録しています。このや
り方では、一つ一つの埋設物を手作業で測定す
るため、記録に時間がかかる上、管が斜めに配
置されていたりすると正確に測れないなどの課
題もありました。
　そこで、正確かつ迅速にデジタルデータ化す
る方法として、スマートフォンを使った地中の
3D 記録システムの開発に着手し実用化しまし
た。道路の試掘箇所を動画で撮影しアップロー
ドするだけで、3D モデルが作成されます。試
掘箇所をさまざまな角度から確認できるだけで

図５



20

特集　第 12 回 技術経営・イノベーション大賞 記念講演

なく、埋め戻した後にも水道管などの深さや座
標を確認できます。さらに、平面図も自動で作
成されます。現場によって異なるものの、場合
によっては 10 分の 1 まで省力化や省人化が可
能です。
　「地上・地下インフラ３D マップ ®」と「ち
かデジ ®」による正確な地下 3 次元情報をど
んどん集積することで、目に見えない地中の正
確な地図が広範囲にわたって作成され、これら
の埋設物位置情報を活用した自動掘削も可能で
す。人手が減少していく中で課題を解決する鍵
は「デジタル」であると考えています。

　この 3D マップ技術を、世界最強の米空軍が
高く評価しました。「全米空軍革新技術コンテ
スト（スパーク・タンク 2023）」にて、横田
基地チームが当社の 3D マップを活用した提案
で優勝を勝ち取り、横田基地での実証プロジェ
クトがスタートしました（図５）。手押し式の
地中レーダと地上部を記録するためのレーザー
スキャナーを活用し、上水、下水、通信、電気
など複雑に埋設された地中の管路を非開削で特
定するとともに、多くの不明管も確認しました。
竣工図（既存台帳）は不正確であり、記録さ
れていた埋設管位置は 80％がずれていました。
当社は「拡張現実と地中レーダの成果を組み合
わせた唯一の企業」であるという評価を獲得し
ました。
　さらに国内でも、2025 年 1 月には国土交通
省の第 8 回インフラメンテナンス大賞：防衛
省特別賞を受賞しました。

5．おわりに
　インフラ老朽化と自然災害の激甚化が進むな
かで、命と暮らしを守るために、私たちの減災
技術で世界に貢献したいと考え、挑戦していま
す。
　最後に私の個人的なことになりますが、令和
7 年春の叙勲において、旭日単光章をいただけ
ることになりました。「貢献心は人間の本能」
という考え方を動機付けとして、公共への貢献
を第一に考えながら、利益も追求するという、
パブリック・ベネフィット・コーポレーション
を目指した社員一同による活動が評価されたこ
とであると思います。この栄誉を機に、さらに

国内外で減災活動に励んでいきます。
（とみた　ひろし）

＊本稿は、2025 年 5 月 16 日開催の第 12 回技術経営・
イノベーション大賞記念講演にその後のアップデート
を反映し、事務局が取りまとめたものである。

※製本版をご覧の方へご案内です。図につきまして、
カラーでご覧になりたい方は、当会ホームページより

『技術と経済』WEB 版をご覧ください。
https://www.jates.or.jp/tecnicaleconomydigital.html
パスワードがご不明な方はお問い合わせください。
お問い合わせ先：科学技術と経済の会／総括部
　TEL：03-3263-5501
　E-MAIL：soukatsubu41@jates.or.jp
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